






項　　　　　　目 　営　　　　　業　　　　　条　　　　件

施設の目的
荒川下流河川事務所の職員及び関係者来庁時等の利便に資することを目的とし、職員の福利
厚生の増進のため、物資の供給とサービスの提供のための施設である。

営業開始予定日    平成３１年４月１日

営業日    年中無休で２４時間営業とする。

販売品目及び価格

　 提案を基本とする。
   庁舎１階に飲料用の自動販売機１者最大２台を設置すること。なお、販売商品の多様化をは
かること。

販売機の機能等

   飲料の自動販売機は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく最新
の「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」の基準を満たしていること。

機械の管理
   自動販売機は、営業業者が用意し管理すること。
   機械を固定するなどの安全管理措置を講じること。

商品の詰め替え、空き缶
等の回収

   商品の詰め替えは、営業業者において行うこと。
   空容器回収箱の設置、空容器の庁舎外搬出等は、営業業者において行うこと。

国有財産使用許可期間
   平成３１年４月１日から１年間とする。
   ただし、双方に特段の事情がなければ、許可期間は年度ごとに更新することとし、当初許可日
から最長５年間まで更新による許可が受けられる。

国有財産使用料

　 使用料は、提案された金額に使用面積を乗じ、当該金額に消費税及び地方消費税相当額を
加えたものとする。使用料は年１回の納付とする。納付時期は別途指示するものとする。（占有
面積について回収箱も含めて実測し、小数点以下第３位を切り捨てる。）
   平成３０年度における１㎡当たりの年額使用料は２２、３１５円（税抜）である。
ただし、更新年度の年額使用料は、国有財産にかかる規定に基づき、調整を行うので留意する
こと。

光熱水料    施設経営に要する光熱水料は営業業者の負担とする。

衛生管理等    衛生管理及び安全管理は、営業業者が全責任を負うものとする。

保健所等への届出
   施設の営業に当たり、保健所等への申請又は届け出が必要な場合は営業業者が行うものと
する。

庁舎への出入り等
　国土交通省庁舎の管理に関する訓令（平成１３年国土交通省訓令第６５号）に基づくものとし管
理者（荒川下流河川事務所総務課）に従うものとする。

その他    上記条件に記載のない項目については、別途協議する。

営業条件に係る補足説明事項

④営業時間を遵守し、品質、分量、規格及び価額については職員及び関係者来庁時等の利用しやすいものにすること。

別紙１
営業条件　(自動販売機）

①自動販売機による飲料等の販売営業は職員及び関係者来庁時等の利便に資する目的をもって行い、指定された用途
以外の使用をしないこと。
②営業に当たっては食品衛生法等の法令及び規則を遵守すること。

③自動販売機による飲料水等の販売営業において得た権利等の第三者への譲渡及び請負は禁止する。

⑪維持使用についての実地調査及び所要の報告を求められた場合はそれに応じること。

⑫営業条件に定めのない事項に関しては、必要に応じて協議する。

⑤従業員の身分保障、健康管理及び服務規律は営業業者の責任において行うこと。

⑥国有財産使用許可の期間は年度毎に更新することとし、当初許可日から最長５年間まで更新できるものとする。
　 許可期間満了又は許可の取消があった場合は、速やかに自らの負担において施設等の現状回復を行うこと。ただし、使
用を許可した期間が満了した後、公募により改めて使用を許可された場合は、この限りではない。

⑦使用を許可された物件については、善良なる管理者の注意義務をもって管理し、維持保全のために通常必要とする修繕
費及びその他の経費については許可された者の負担とし、その費用は請求しないものとする。

⑧使用を許可された物件について販売機の変更等の行為をしようとするとき、又は使用計画を変更しようとするときは、事
前に書面をもって承認を受けること。
⑨営業業者が許可条件に違反したとき又は国において使用を許可した物件を必要とするときは、使用許可の取消し又は変
更を行うことがある。
⑩許可を取消された場合は、使用を許可された物件に投じた有益費その他の費用が現存している場合であっても、その費
用等の償還の請求はしないものとする。
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別添資料１

予算決算及び会計令

（昭和二十二年勅令第百六十五号）

施行日： 平成二十九年四月一日

最終更新： 平成二十九年三月二十三日公布（平成二十九年政令第四十号）改正

（一般競争に参加させることができない者）

第七十条 契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条の三

第一項の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を

除くほか、次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。

一 当該契約を締結する能力を有しない者

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十

二条第一項各号に掲げる者

（一般競争に参加させないことができる者）

第七十一条 契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該

当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争に参加さ

せないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者につい

ても、また同様とする。

一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若

しくは数量に関して不正の行為をしたとき。

二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため

に連合したとき。

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に

虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている者

を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した

とき。

２ 契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争

に参加させないことができる。


